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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　拡大側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する第２レンズ
群とが配列され、縮小側が略テレセントリックに構成されてなる投写レンズであって、
　前記第１レンズ群は、拡大側から順に、プラスチックの非球面レンズからなる第１のレ
ンズと、拡大側に凸面を向けた２枚の負メニスカスレンズと、拡大側に凹面を向けた負レ
ンズおよび縮小側に凸面を向けた正レンズよりなる接合レンズと、を配列してなり、
　前記第２レンズ群は、最も拡大側に、正レンズからなる第２のレンズを備えるとともに
、非球面レンズを備えてなり、
　前記投写レンズを構成する各レンズとの光軸上における距離のうち、前記第２のレンズ
との距離が最短となるように配置された絞りを有し、
　前記絞りと前記第２レンズ群中の非球面レンズとの間に、２枚以上の負レンズと２面以
上の接合面が配されてなり、
　以下の条件式（１）、（２）を満足することを特徴とする投写レンズ。
　　０．１０＜ｆ／ｆ２－１＜０．３０ （１）
　　Ｎ２－１＞１．７５ （２）
　　ここで、
　　　ｆ：レンズ系全体の焦点距離
　　　ｆ２－１：前記第２のレンズの焦点距離
　　　Ｎ２－１：前記第２のレンズの、ｄ線に対する屈折率
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【請求項２】
　前記絞りが、前記第２のレンズの内部に配置されたものであることを特徴とする請求項
１記載の投写レンズ。
【請求項３】
　前記第２レンズ群のレンズのうち、前記第２のレンズおよび前記非球面レンズを除くレ
ンズが、下記条件式（３）、（４）のいずれかを満足することを特徴とする請求項１また
は２記載の投写レンズ。
　　Ｎ２ｐ＜１．５５ （３）
　　Ｎ２ｎ＞１．７３ （４）
　　ここで、
　　　Ｎ２ｐ：第２レンズ群中の正レンズの、ｄ線に対する屈折率
　　　Ｎ２ｎ：第２レンズ群中の負レンズの、ｄ線に対する屈折率
【請求項４】
　前記第２レンズ群中に、アッベ数（νｄ）が７５以上とされた正レンズを２枚以上含む
ことを特徴とする請求項１～３のうちいずれか１項記載の投写レンズ。
【請求項５】
　前記第１レンズ群中の前記接合レンズを光軸方向に移動させてフォーカシングを行なう
ことを特徴とする請求項１～４のうちいずれか１項記載の投写レンズ。
【請求項６】
　前記第１レンズ群中の前記接合レンズは、以下の条件式（５）を満足することを特徴と
する請求項１～５のうちいずれか１項記載の投写レンズ。
　　｜Ｎ１ｐ－Ｎ１ｎ｜＜０．１ （５）
　　ここで、
　　　Ｎ１ｐ：前記接合レンズを構成する前記正レンズの、ｄ線に対する屈折率
　　　Ｎ１ｎ：前記接合レンズを構成する前記負レンズの、ｄ線に対する屈折率
【請求項７】
　前記第２レンズ群は、拡大側から順に、正レンズと、拡大側に凸面を向けた負のメニス
カスレンズおよび両凸レンズよりなる接合レンズと、両凹レンズおよび両凸レンズよりな
る接合レンズと、非球面レンズと、両凹レンズと両凸レンズよりなる接合レンズと、両凸
レンズと、を配列してなることを特徴とする請求項１～６のうちいずれか１項記載の投写
レンズ。
【請求項８】
　光源と、ライトバルブと、該光源からの光束を該ライトバルブへ導く照明光学部と、請
求項１～７のうちいずれか１項記載の投写レンズとを備え、前記光源からの光束を前記ラ
イトバルブで光変調し、前記投写レンズによりスクリーンに投写することを特徴とする投
写型表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示素子等のライトバルブからの表示情報等を拡大投写する投写レンズ
に関し、特に、フロント式の投写型表示装置に好適な投写レンズおよびこれを用いた投写
型表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示素子やＤＭＤ表示素子等のライトバルブを用いた投写型表示装置が普及
しつつある。特に、ライトバルブを３枚用いてＲＧＢ３原色の照明光に各々対応させ、個
々のライトバルブで変調された光をプリズム等で合成し、投写レンズを介してスクリーン
に画像を表示する構成をとるものが広く利用されている。
【０００３】
　このような、３枚のライトバルブからの各変調光を色合成光学系で合成して投写するタ
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イプの投写型表示装置に搭載される投写レンズでは、上述したように、色合成を行なうプ
リズム等を配置するため、また、熱的な問題を回避するため、大きなバックフォーカスが
必要となる。さらに、色合成光学系では入射光の角度によって分光特性が変化するため、
投写レンズは縮小側から見た入射瞳が十分遠方に位置するという特性、すなわちテレセン
トリック性を持つことが必要となる。また、明るいレンズであることと、ライトバルブの
解像度に見合った収差補正が必要とされる。
【０００４】
　このような要求をある程度満足するようにしたものとしては、例えば下記特許文献１、
２に記載のものが知られている。また、本願出願人としても、このような投写レンズを既
に特許庁に対して開示している（下記特許文献３参照）。
【０００５】
　これらの特許文献に記載のものは、いずれも画角が１００度以上の広角レンズとされて
いる。
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－０１５０３３号公報
【特許文献２】特開２００４－３２６０７９号公報
【特許文献３】特願２００７－１５７２４８号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、投写型表示装置としては、投写レンズがスクリーンに対して鑑賞者と同じ側
に配置され、投写レンズより出射される光を反射型のスクリーンに結像させるフロント式
の装置と、投写レンズおよび鑑賞者がスクリーンを挟むように配置され、投写レンズより
出射される光を透過型のスクリーンに結像させるリア式の装置とが知られている。
【０００８】
　このうちリア式の投写型表示装置では、例えばリアプロジェクションテレビのように、
光源からスクリーンまでをキャビネットに収め、キャビネット前面に配設されたスクリー
ンに向けて、背面側に配された投写レンズから映像情報を担持した光を投射する構成がよ
く知られている。上記特許文献１～３のものも、このようなリア式の投写型表示装置に搭
載されることを想定したものである。
【０００９】
　しかしながら、このようなリア式に係る投写レンズでは、キャビネットの厚みを薄くす
る目的でレンズ系中に光軸を折り返すためのプリズムやミラーが配されており、光軸に沿
ったレンズ全長が長くなるため、装置の空間的なサイズ自体がどうしても大きくなってし
まう。したがって、上記公報記載の投写レンズをフロント式の投写型表示装置に用いた場
合には、装置サイズのコンパクト化を図ることが出来ないという問題がある。
【００１０】
　また、フロント式の投写型表示システム（表示装置及びスクリーンを含む）においては
、リア式のものと比較して、該システムの設置スペースの広さに制限が設けられることも
多いことから、表示装置からスクリーンまでのワーキングディスタンスを短くすることが
要望されており、投写レンズの広画角化が要求されている。
【００１１】
　本発明はこのような事情に鑑みなされたもので、縮小側がテレセントリックに構成され
るとともに、近年の投写レンズに好適なバックフォーカスを有する構成とされ、さらに、
フロント式の投写型表示装置に係る投写レンズにも適用し得るように、レンズ系全体とし
てコンパクト化および広画角化を達成しうる高性能な投写レンズ、およびこのような投写
レンズを用いた投写型表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る投写レンズは、
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　拡大側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群と、正の屈折力を有する第２レンズ
群とが配列され、縮小側が略テレセントリックに構成されてなる投写レンズであって、
　前記第１レンズ群は、最も拡大側に、非球面レンズからなる第１のレンズを配してなり
、
　前記第２レンズ群は、最も拡大側に、絞りを内部または近傍に有する正レンズからなる
第２のレンズを備えるとともに、非球面レンズを備えてなり、
　前記絞りと前記第２レンズ群中の非球面レンズとの間に、２枚以上の負レンズと２面以
上の接合面が配されてなり、
　以下の条件式（１）、（２）を満足することを特徴とするものである。
　　０．１０＜ｆ／ｆ２－１＜０．３０　　（１）
　　Ｎ２－１＞１．７５　　（２）
　　ここで、
　　　ｆ：レンズ系全体の焦点距離
　　　ｆ２－１：前記第２のレンズの焦点距離
　　　Ｎ２－１：前記第２のレンズの、ｄ線に対する屈折率
【００１３】
　また、前記第２レンズ群のレンズのうち、前記第２のレンズおよび前記非球面レンズを
除くレンズが、下記条件式（３）、（４）のいずれかを満足することが好ましい。
　　Ｎ２ｐ＜１．５５　　（３）
　　Ｎ２ｎ＞１．７３　　（４）
　　ここで、
　　　Ｎ２ｐ：第２レンズ群中の正レンズの、ｄ線に対する屈折率
　　　Ｎ２ｎ：第２レンズ群中の負レンズの、ｄ線に対する屈折率
【００１４】
　また、前記第２レンズ群中に、アッベ数（νｄ）が７５以上とされた正レンズを２枚以
上含むことが好ましい。
【００１５】
　また、前記第１レンズ群は、拡大側から順に、プラスチックよりなる非球面レンズと、
拡大側に凸面を向けた２枚の負メニスカスレンズと、拡大側に凹面を向けた負レンズおよ
び縮小側に凸面を向けた正レンズよりなる接合レンズと、を配列してなることが好ましい
。
【００１６】
　また、前記第１レンズ群中の前記接合レンズを光軸方向に移動させてフォーカシングを
行なうことが好ましい。
【００１７】
　また、前記第１レンズ群中の前記接合レンズは、以下の条件式（５）を満足することが
好ましい。
　　｜Ｎ１ｐ－Ｎ１ｎ｜＜０．１　　（５）
　　ここで、
　　　Ｎ１ｐ：前記第１レンズ群中の前記接合レンズを構成する前記正レンズの、ｄ線に
対する屈折率
　　　Ｎ１ｎ：前記第１レンズ群中の前記接合レンズを構成する前記負レンズの、ｄ線に
対する屈折率
【００１８】
　また、前記第２レンズ群は、拡大側から順に、正レンズと、拡大側に凸面を向けた負の
メニスカスレンズおよび両凸レンズよりなる接合レンズと、両凹レンズおよび両凸レンズ
よりなる接合レンズと、非球面レンズと、両凹レンズと両凸レンズよりなる接合レンズと
、両凸レンズと、を配列してなることが好ましい。
【００１９】
　さらに、本発明に係る投写型表示装置は、光源と、ライトバルブと、該光源からの光束
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を該ライトバルブへ導く照明光学部と、本発明に係る上記投写レンズとを備え、前記光源
からの光束を前記ライトバルブで光変調し、前記投写レンズによりスクリーンに投写する
ことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の投写レンズは、上記構成を備えたことにより、近年の投写レンズに好適なバッ
クフォーカスを有しつつ、フロント式の投写型表示装置に係る投写レンズにも適用し得る
ように、レンズ系全体としてコンパクト化および広画角化を達成しうる高解像度な投写レ
ンズとすることができる。
【００２１】
　特に、条件式（１）、（２）を同時に満足するように構成したことにより、レンズ系の
コンパクト化を達成しつつ、球面収差や像面湾曲を始めとする諸収差を良好なものとする
ことができる。
【００２２】
　また、本発明の投写型表示装置は、本発明の投写レンズを用いていることにより、フロ
ント式の投写型表示装置にも適用し得るように、コンパクトなものとすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施形態について図面を用いて説明する。図１は本実施形態に係る投写
レンズを示すものであり、後述する実施例１のレンズ構成図である。このレンズを本実施
形態の代表として、以下に説明する。なお、図中Ｚは光軸を表している。
【００２４】
　本実施形態の投写レンズは、拡大側から順に、負の屈折力を有する第１レンズ群Ｇ１と
、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２とが配列されてなり、縮小側が略テレセントリッ
クとされている。
【００２５】
　また、第１レンズ群Ｇ１は、最も拡大側に、非球面レンズからなる第１のレンズ（第１
レンズＬ１）を配してなる。
　また、第２レンズ群Ｇ２は、最も拡大側に、正レンズからなる第２のレンズ（各実施例
のものでは第６レンズＬ６）を備えており、その正レンズの内部または近傍に絞りＳが配
されている。また、第２レンズ群Ｇ２は、非球面レンズを備えてなる。
【００２６】
　また、絞りＳと第２レンズ群Ｇ２中の非球面レンズとの間には、２枚以上の負レンズと
２面以上の接合面が配されてなる（下記実施例のものでは、実施例６のものを除き２枚の
負レンズと２面の接合面を有し、実施例６のものは、２枚の負レンズと３面の接合面を有
する）。
【００２７】
　また上記第１レンズ群Ｇ１は、より具体的には、拡大側から順に、プラスチックよりな
る非球面レンズからなる第１レンズＬ１と、拡大側に凸面を向けた負メニスカスレンズか
らなる第２レンズＬ２および第３レンズＬ３と、拡大側に凹面を向けた負レンズからなる
第４レンズＬ４および縮小側に凸面を向けた正レンズからなる第５レンズＬ５、よりなる
接合レンズと、を配列してなることが好ましい。
【００２８】
　また、上記第１レンズ群Ｇ１中の上記接合レンズを光軸Ｚ方向に移動させてフォーカシ
ングを行なうことが好ましい。
【００２９】
　一方、上記第２レンズ群Ｇ２は、より具体的には、拡大側から順に、正レンズからなる
第６レンズＬ６と、拡大側に凸面を向けた負のメニスカスレンズからなる第７レンズＬ７

と、両凸レンズからなる第８レンズＬ８と、両凹レンズからなる第９レンズＬ９と、両凸
レンズからなる第１０レンズＬ１０と、非球面レンズからなる第１１レンズＬ１１と、両
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凹レンズからなる第１２レンズＬ１２と、両凸レンズからなる第１３レンズＬ１３と、両
凸レンズからなる第１４レンズＬ１４と、を配列してなることが好ましい。この第２レン
ズ群Ｇ２においては、下記実施例に示すように、複数個の接合レンズが設けられており、
これにより球面収差、色収差の補正を良好なものとすることができるとともに、レンズの
製造効率を向上させることができる。
【００３０】
　また、上記第２レンズ群Ｇ２中に、アッベ数（νｄ）が７５以上とされた正レンズを２
枚以上含む（下記実施例のものでは、第１３レンズＬ１３と第１４レンズＬ１４の２枚の
正レンズが該当する）ことが好ましい。
【００３１】
　なお、図１の投写レンズでは、紙面右側より入射されライトバルブの画像表示面１にお
いて画像情報を与えられた光束が、色合成プリズム（各種フィルタ類を含む）２を介しこ
の投写レンズに入射され、この投写レンズにより紙面左側方向に拡大投写されるようにな
っている。図１には、見易さのため１枚の画像表示面１のみを記載しているが、投写型表
示装置において、光源からの光束を色分離光学系により３原色光に分離し、各原色光用に
３つのライトバルブを配設して、フルカラー画像を表示することが可能である。
【００３２】
　また、本実施形態のものは、以下の条件式（１）、（２）を満足するように構成されて
いる。
　　０．１０＜ｆ／ｆ２－１＜０．３０　　（１）
　　Ｎ２－１＞１．７５　　（２）
　　ここで、
　　　ｆ：レンズ系全体の焦点距離
　　　ｆ２－１：第２のレンズ（実施例では第６レンズＬ６）の焦点距離
　　　Ｎ２－１：第２のレンズ（実施例では第６レンズＬ６）の、ｄ線に対する屈折率
【００３３】
　また、本実施形態のものは、上記第２レンズ群のレンズのうち、上記第２のレンズ（下
記実施例では第６レンズＬ６）および上記非球面レンズ（下記実施例では第１１レンズＬ

１１）を除くすべてのレンズが、下記条件式（３）、（４）のいずれかを満足することが
好ましい。
　　Ｎ２ｐ＜１．５５　　（３）
　　Ｎ２ｎ＞１．７３　　（４）
　　ここで、
　　　Ｎ２ｐ：第２レンズ群Ｇ２中の正レンズの、ｄ線に対する屈折率
　　　Ｎ２ｎ：第２レンズ群Ｇ２中の負レンズの、ｄ線に対する屈折率
【００３４】
　また、上記第１レンズ群Ｇ１中の接合レンズは、以下の条件式（５）を満足することが
好ましい。
　　｜Ｎ１ｐ－Ｎ１ｎ｜＜０．１　　（５）
　　ここで、
　　　Ｎ１ｐ：第１レンズ群Ｇ１中の上記接合レンズを構成する正レンズの、ｄ線に対す
る屈折率
　　　Ｎ１ｎ：第１レンズ群Ｇ１中の上記接合レンズを構成する負レンズの、ｄ線に対す
る屈折率
【００３５】
　なお、上記の条件式のうち少なくとも（１）、（２）を満足することにより、前述した
本発明の作用効果を得られるものである。
【００３６】
　以下、上記条件式（１）～（５）の各々の意義について説明する。
【００３７】
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　条件式（１）は、第２のレンズ（実施例では第６レンズＬ６）の焦点距離に対する全系
の焦点距離ｆの値の範囲を示すものである。この下限値を下回るとレンズ全系が大型化す
るため、コンパクト化という要請に反し、一方、その上限値を上回ると球面収差の補正が
困難になる。
【００３８】
　なお、この条件式（１）に替えて、下記条件式（１´）を満足するように構成すること
により、上記条件式（１）の効果をより良好なものとすることができる。
　　０．１５＜ｆ／ｆ２－１＜０．２５　　（１´）
【００３９】
　条件式（２）は、上記第２のレンズ（実施例では第６レンズＬ６）の、ｄ線に対する屈
折率の下限を規定するものである。この下限値を下回ると、球面収差と像面湾曲の補正が
困難になる。
【００４０】
　次に、条件式（３）は、第２レンズ群Ｇ２中の正レンズの、ｄ線に対する屈折率の上限
を規定するものであり、一方、条件式（４）は、第２レンズ群Ｇ２中の負レンズの、ｄ線
に対する屈折率の下限を規定するものである。条件式（３）および条件式（４）のいずれ
も満足しないと、球面収差および軸上・倍率の各色収差の補正を行うことが困難となる。
【００４１】
　なお、上記条件式（４）に替えて、下記条件式（４´）を満足するように構成すること
により、球面収差および軸上・倍率の各色収差の補正を、より良好なものとすることがで
きる。
　　Ｎ２ｎ＞１．７５　　（４´）
【００４２】
　条件式（５）は、第１レンズ群Ｇ１中の上記接合レンズを構成する正レンズの、ｄ線に
対する屈折率Ｎ１ｐと、第１レンズ群Ｇ１中の上記接合レンズを構成する負レンズの、ｄ
線に対する屈折率Ｎ１ｎとの差の絶対値の範囲を規定するものである。すなわち、この接
合レンズを構成する２つのレンズの形成材料の屈折率の差が０．１未満と小さいことが条
件である。この範囲を外れると、フォーカス調整時の像面の変動が大きくなってしまう。
【００４３】
　また、第１レンズ群Ｇ１と第２レンズ群Ｇ２に含まれる各非球面の形状は、下記に示す
非球面式により規定される。これらの非球面レンズにおいては、いずれか一方の面が非球
面とされた場合であっても効果を得ることができるが、両面が非球面とされたレンズであ
ることがより好ましい。
【００４４】
【数１】

【００４５】
　次に、本発明に係る投写型表示装置の実施形態について説明する。図１７は本発明の一
実施形態に係る投写型表示装置を示す概略図である。
【００４６】
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　図１７に示すように上記照明光学系１０は、ライトバルブとしての透過型液晶パネル１
１ａ～１１ｃと、色分解のためのダイクロイックミラー１２，１３と、色合成のためのク
ロスダイクロイックプリズム１４と、コンデンサレンズ１６ａ～１６ｃと、全反射ミラー
１８ａ～１８ｃとを備えている。ダイクロイックミラー１２の前段は図示を省略している
が白色光源が配されており、この光源からの白色光は照明光学部を介して、３つの色光光
束（Ｇ光、Ｂ光、Ｒ光）にそれぞれ対応する液晶パネル１１ａ～１１ｃに入射されて光変
調され、図１７に示す投写レンズによりスクリーン７に投写される。
【００４７】
　以下、本発明に係る投写レンズの具体的な実施例について説明する。なお、各実施例に
おいて、互いに同様の構成を有し、同様の作用効果をなす部材については同一の符号を付
している。
【００４８】
＜実施例１＞
　図１に示すように、実施例１に係る投写レンズは、拡大側から順に、負の屈折力を有す
る第１レンズ群Ｇ１と、正の屈折力を有する第２レンズ群Ｇ２とが配列されてなり、縮小
側が略テレセントリックとされている。
【００４９】
　また、第１レンズ群Ｇ１は、第１レンズ群Ｇ１は、拡大側から順に、屈折力の小さい非
球面レンズよりなる第１レンズＬ１と、縮小側に凹面を向けた負メニスカスレンズよりな
る第２レンズＬ２および第３レンズＬ３と、両凹レンズからなる第４レンズＬ４と両凸レ
ンズからなる第５レンズＬ５を接合してなる２枚接合レンズが配列されてなる。
【００５０】
　一方、第２レンズ群Ｇ２は、絞り３が内部に配された、拡大側に凸面を向けた平凸レン
ズよりなる第６レンズＬ６と、縮小側に凹面を向けた負メニスカスレンズよりなる第７レ
ンズＬ７と、両凸レンズからなる第８レンズＬ８と、両凹レンズからなる第９レンズＬ９

と、両凸レンズからなる第１０レンズＬ１０と、屈折力の小さい非球面レンズよりなる第
１１レンズＬ１１と、両凹レンズからなる第１２レンズＬ１２と、両凸レンズからなる第
１３レンズＬ１３および第１４レンズＬ１４が配列されてなる。
【００５１】
　なお、第２レンズ群Ｇ２における、第７レンズＬ７と第８レンズＬ８、および第９レン
ズＬ９と第１０レンズＬ１０は、各々互いに接合されて２枚接合レンズを構成する。
【００５２】
　なお、この投写レンズは縮小側にテレセントリックとなるように構成されている。
【００５３】
　また、第１レンズ群Ｇ１中の、第４レンズＬ４と第５レンズＬ５を接合してなる接合レ
ンズを光軸Ｚ方向に移動させてフォーカシングを行なうように構成されている。
【００５４】
　実施例１に係る投写レンズは、上記条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）を全て
満足するように構成されている。
【００５５】
　また、図１には、ライトバルブの画像表示面１および色合成プリズム（各種フィルタ類
を含む）２が示されている。
【００５６】
　実施例１における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表１の最上段に示す。
【００５７】
　また、実施例１に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、各レンズの中心
厚および各レンズ間の空気間隔（以下「軸上面間隔」と称す）Ｄ（ｍｍ）、各レンズのｄ
線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄの値を、表１の上段に
示す。なお、表１および以下の表において面番号の数字は拡大側からの順番を表すもので
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あり、面番号の左側に＊印が付された面は非球面とされている。実施例１および以下の実
施例２～８において、これらの非球面の曲率半径Ｒは、各表において光軸Ｚ上での曲率半
径Ｒの値として示しているが、対応するレンズ構成図においては図面を見やすくするため
、引出線は必ずしも光軸Ｚとの交点から引き出されていないものがある。
【００５８】
　また、表１の中段には、所定の投写距離（1.2ｍ、無限遠）においてフォーカシングさ
れた際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表１の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１２の値が示されている
。
【００５９】
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【表１】

【００６０】
　なお、実施例１において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
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満足されている。
【００６１】
＜実施例２＞
　実施例２に係る投写レンズの構成は、図２に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、絞りＳが、第６レンズＬ６の縮小側の面よりも、より縮小
側に配されている点において、また、第６レンズＬ６が、拡大側に凸面を向けた正のメニ
スカスレンズとされている点において、実施例１に係る投写レンズと相違する。
【００６２】
　実施例２における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表２の最上段に示す。
　また、実施例２に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表２の上段に示す。
【００６３】
　また、表２の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表２の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１２の値が示されている
。
【００６４】
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【表２】

【００６５】
　なお、実施例２において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
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満足されている。
【００６６】
＜実施例３＞
　実施例３に係る投写レンズの構成は、図３に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、第６レンズＬ６が両凸レンズとされている点において、実
施例１に係る投写レンズと相違する。
【００６７】
　実施例３における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表３の最上段に示す。
　また、実施例３に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表３の上段に示す。
【００６８】
　また、表３の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表３の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１６の値が示されている
。
【００６９】
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【表３】

【００７０】



(15) JP 5259353 B2 2013.8.7

10

20

　なお、実施例３において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
満足されている。
【００７１】
＜実施例４＞
　実施例４に係る投写レンズの構成は、図４に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、第６レンズＬ６が両凸レンズとされている点において、ま
た、第７レンズＬ７が単独のレンズとされるとともに、第８レンズＬ８、第９レンズＬ９

および第１０レンズＬ１０が順次接合されて３枚接合レンズを構成している点において、
実施例１に係る投写レンズと相違する。
【００７２】
　実施例４における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表４の最上段に示す。
　また、実施例４に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表４の上段に示す。
【００７３】
　また、表４の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表４の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１６の値が示されている
。
【００７４】
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【表４】

【００７５】
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　なお、実施例４において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
満足されている。
【００７６】
＜実施例５＞
　実施例５に係る投写レンズの構成は、図５に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、第６レンズＬ６が両凸レンズとされている点において、ま
た、第７レンズＬ７、第８レンズＬ８および第９レンズＬ９が順次接合されて３枚接合レ
ンズを構成するとともに、第１０レンズＬ１０が単独のレンズとされている点において、
実施例１に係る投写レンズと相違する。
【００７７】
　実施例５における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表５の最上段に示す。
　また、実施例５に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表５の上段に示す。
【００７８】
　また、表５の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表５の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１６の値が示されている
。
【００７９】
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【表５】

【００８０】
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　なお、実施例５において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
満足されている。
【００８１】
＜実施例６＞
　実施例６に係る投写レンズの構成は、図６に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、第６レンズＬ６が両凸レンズとされている点において、ま
た、第７レンズＬ７、第８レンズＬ８、第９レンズＬ９および第１０レンズＬ１０が順次
接合されて４枚接合レンズを構成する点において、実施例１に係る投写レンズと相違する
。
【００８２】
　実施例６における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表６の最上段に示す。
　また、実施例６に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表６の上段に示す。
【００８３】
　また、表６の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表６の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１６の値が示されている
。
【００８４】
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【表６】

【００８５】
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　なお、実施例６において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
満足されている。
【００８６】
＜実施例７＞
　実施例７に係る投写レンズの構成は、図７に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、第６レンズＬ６が両凸レンズとされている点において、実
施例１に係る投写レンズと相違する。
【００８７】
　実施例７における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表７の最上段に示す。
　また、実施例７に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表７の上段に示す。
【００８８】
　また、表７の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表７の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１６の値が示されている
。
【００８９】
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【表７】

【００９０】
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　なお、実施例７において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
満足されている。
【００９１】
＜実施例８＞
　実施例８に係る投写レンズの構成は、図８に示すとおりであり、基本的に実施例１に係
る投写レンズと同様であるが、第６レンズＬ６が両凸レンズとされている点において、実
施例１に係る投写レンズと相違する。
【００９２】
　実施例８における全系の焦点距離ｆ（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ（ｍｍ）、Ｆナン
バＦｎｏ．、画角２ωの各数値を表８の最上段に示す。
　また、実施例８に係る投写レンズの各レンズ面の曲率半径Ｒ（ｍｍ）、軸上面間隔Ｄ（
ｍｍ）、各レンズのｄ線における屈折率Ｎｄおよび各レンズのｄ線におけるアッベ数νｄ

の値を、表８の上段に示す。
【００９３】
　また、表８の中段には、所定の投写距離（１．２ｍ、無限遠）においてフォーカシング
された際の面間隔Ｄ１、Ｄ２の数値を示す。
　なお、表８の下段には各非球面に対応する各定数Ｋ，Ａ３～Ａ１６の値が示されている
。
【００９４】
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【表８】

【００９５】
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　なお、実施例８において各条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）に対応する値は
、後述する表９に示すとおりであり、条件式（１）～（５）、（１´）、（４´）は全て
満足されている。
【００９６】
　また、図９～１６は、実施例１～８に係る投写レンズの諸収差（球面収差、非点収差、
ディストーションおよび倍率色収差）を示す収差図である。これらの収差図において、ω
は半画角を示し、球面収差の収差図には波長が550nm、460nmおよび620nmの光に対する収
差曲線を示し、倍率色収差の収差図には波長が550nmの光に対する、460nmおよび620nmの
光における収差曲線を示している。図９～１６に示すように、実施例１～８に係る投写レ
ンズは、歪曲収差や倍率色収差をはじめ各収差が良好に補正され、半画角５０．７度以上
、Ｆナンバ２．００～２．３０と、広角で明るい投写レンズとされている。また、十分な
バックフォーカス（２９．５２～３０．３１）を有する。さらに、各条件式が満足されて
おり、コンパクトで高性能な投写レンズとされている。
【００９７】
　なお、本発明の投写レンズとしては、上記実施例のものに限られるものではなく種々の
態様の変更が可能であり、例えば各レンズの曲率半径Ｒおよびレンズ間隔（もしくはレン
ズ厚）Ｄを適宜変更することが可能である。
【００９８】
　また、本発明の投写型表示装置としても、上記構成のものに限られるものではなく、本
発明の投写レンズを備えた種々の装置構成が可能である。ライトバルブとしては、例えば
、透過型または反射型の液晶表示素子や、傾きを変えることができる微小な鏡が略平面上
に多数形成された微小ミラー素子（例えば、テキサス・インスツルメント社製のデジタル
マイクロミラーデバイス）を用いることができる。また、照明光学系としても、ライトバ
ルブの種類に対応した適切な構成を採用することができる。
【００９９】
【表９】

【図面の簡単な説明】
【０１００】
【図１】本発明の実施例１に係る投写レンズの構成を表す図
【図２】本発明の実施例２に係る投写レンズの構成を表す図
【図３】本発明の実施例３に係る投写レンズの構成を表す図
【図４】本発明の実施例４に係る投写レンズの構成を表す図
【図５】本発明の実施例５に係る投写レンズの構成を表す図
【図６】本発明の実施例６に係る投写レンズの構成を表す図
【図７】本発明の実施例７に係る投写レンズの構成を表す図
【図８】本発明の実施例８に係る投写レンズの構成を表す図
【図９】実施例１に係る投写レンズの諸収差図
【図１０】実施例２に係る投写レンズの諸収差図
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【図１１】実施例３に係る投写レンズの諸収差図
【図１２】実施例４に係る投写レンズの諸収差図
【図１３】実施例５に係る投写レンズの諸収差図
【図１４】実施例６に係る投写レンズの諸収差図
【図１５】実施例７に係る投写レンズの諸収差図
【図１６】実施例８に係る投写レンズの諸収差図
【図１７】本発明の投写型表示装置の概略構成を表す図
【符号の説明】
【０１０１】
　　１　　画像表示面
　　２　　色合成プリズム
　１１ａ～１１ｃ　　透過型液晶パネル
　１２、１３　　ダイクロイックミラー
　１４　　クロスダイクロイックプリズム
　１６ａ～１６ｃ　　コンデンサレンズ
　１８ａ～１８ｃ　　全反射ミラー
　Ｇ１、Ｇ２　　レンズ群
　Ｌ１～Ｌ１４　　レンズ
　Ｒ１～Ｒ２７　　レンズ面等の曲率半径
　Ｄ１～Ｄ２６　　レンズの中心厚およびレンズ間の空気間隔（軸上面間隔）
　Ｓ　　絞り
　Ｚ　　光軸

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】
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【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】
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